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人事行政の公平性と透明性を図るために、伊万里・有田消防組合の職員数や職員給与など、人事行

政の運営等の状況をお知らせします。 

 

 

職員の任免及び職員数に関する状況 

 

    職員数 

年 度 男 性 女 性 合 計 

平成２９年度 126 人 0 人 126 人 

平成３０年度 126 人 0 人 126 人 

令 和 元 年 度 127 人 0 人 127 人 

令 和 ２年 度 131 人 0 人 131 人 

令 和 ３年 度 128 人 0 人 128 人 

（令和２年度から防災航空隊派遣１名、令和３年度から再任用職員３名を含む） 

 

    採用状況 

    職員採用試験の実施状況 

職 種 受験者数 採用者数 

消防士 17 人 3 人 

 

 

 

職員の人事評価の状況 

 

     勤務成績の評定の概要（令和２年度） 

評定の回数 1 回 

評定の時期 1 月 

評定の対象者 131 人 

 

 

 

伊万里・有田消防組合人事行政の運営等の状況 
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職員の給与の状況 

 

    人件費の状況                         【令和２年度 一般会計決算額】 

住民基本台帳人口 

（R3.3.31 現在） 
歳出額（Ａ） 人件費（Ｂ） 人件費率(Ｂ)／(Ａ) 

73,123 人 1,877,319,087 円 1,178,477,794 円 62.8％ 

 

 

    職員給与費の状況                      【令和２年度 一般会計決算額】 

職員数

（Ａ） 

給与費 １人当たり 

平均給与 

（Ｂ）/（Ａ） 給料 
職員手当 

（退職手当を除く） 

期 末・ 

勤勉手当 
計（Ｂ） 

131 人 494,553 千円 146,600 千円 201,435 千円 842,588 千円 6,432 千円 

 

 

    職員の平均給料月額及び平均年齢の状況           【令和 3 年 4 月１日現在】 

伊万里・有田消防組合 国 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

310,610 円 40.9 歳 325,827 円 43.0 歳 

 

 

    職員の初任給の状況                        【令和 3 年４月 1 日現在】 

区 分 職 種 採 用 初任給 

伊万里・有田消防組合 消防吏員 
大学卒 172,200 円 

高校卒 150,700 円 

国 公安職 
大学卒 212,400 円 

高校卒 173,700 円 
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   級別職員数の状況                        【令和 3 年 4 月 1 日現在】 

給与区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 

合計 

消防本部 

定型的な

業務を行

う 職 員 の

職務 

高度の知

識又は経

験を必要

と す る 業

務 を 行 う

職員の職

務 

副主査の

職務 

係長の職

務 

主査の職

務 

副課長の

職務 

室長の職

務 

次長の職

務 

課長の職

務 

消防長の

職務 

困難な業

務 を 行 う

次長の職

務 

消防署 

定型的な

業務を行

う 職 員 の

職務 

高度の知

識又は経

験を必要

と す る 業

務 を 行 う

職員の職

務 

副主査の

職務 

副課長の

職務 

副 分 署

長の職務 

係長の職

務 

主査の職

務 

副署長の 

職務 

課長の職

務 

困難な業

務 を 行 う

副課長の

職務 

分署長の

職務 

署長の職

務 

困難な業

務 を 行 う

署長の職

務 

再任用 

職員 
― 

高度の知

識又は経

験を活用

して困難

な業務を

行う職員

の職務 

特に高度

の知識又

は経験を

活用して

困難な業

務 を 行 う

職員の職

務 

極めて高

度の知識

又は経験

を 活用 し

て特に困

難な業務

を 行 う 職

員の職務 

極めて高

度の知識

又は経験

を 活用 し

て特に困

難な業務

で重要な

ものを行う

職員の職

務 

― ― 

 

職員数 

（再任用） 

21 

― 

20 

（３） 

17 

（０） 

49 

（０） 

14 

（０） 

4 

― 

3 

― 

128 

（３） 

構成比 16.4 15.6 13.3 38.3 10.9 3.1 2.4 100% 

（ ）については内数 
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     職員手当の状況                         【令和 3 年 4 月 1 日現在】 

区 分 支給状況 

期末手当 

勤勉手当 

・ 6 月期 

・12 月期 

(

期
末) 

1.3 月分 

1.25 月分 

(

勤
勉) 

0.95 月分 

0.95 月分 

計 2.550 月分 1.9 月分 

職制上の段階、職務の級等による加算措置があります 

退職手当 

支給率 自己都合 勧奨・定年 

・勤続 20 年 

・勤続 25 年 

・勤続 35 年 

19.6695 月分 

28.0395 月分 

39.7575 月分    

24.586875 月分 

33.27075 月分 

47.709 月分 

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 

その他加算措置 定年前早期退職特別措置（2～20％加算） 

時間外 

勤務手当 

支給総額 18,693,688 円  

職員１人当たり平均支給月額 11,983 円  

特殊勤務 

手当 

職員全体に占める手当支給職員の割合 90.0％  

支給対象職員１人当たり平均支給月額 4,219 円  

手当の種類 

・救急活動手当 1 回 200 円 

※救急救命士  1 回 450 円 

・災害活動手当 1 回 200 円 

・深夜勤務手当 1 勤務 250 円 

・防疫等作業手当 1 日 3,000 円 

※身体接触又は長時間従事 4,000 円 

（新型コロナウイルス感染症対策） 

扶養手当 

・配偶者 6,500 円 

・子 10,000 円、それ以外 6,500 円 

・満 16 歳になる年度初めから満 22 歳になる年度末までに該当する子がいる場合 

1 人につき 5,000 円を加算 

住居手当 借家・借間最高支給限度額 27,000 円 

通勤手当 

交通機関利用者 全額支給限度額      55,000 円 

 

交通用具使用者 
2 ㎞以上  5 ㎞未満  月額 2,000 円 

5 ㎞以上  8 ㎞未満  月額 4,300 円 

8 ㎞以上 10 ㎞未満  月額 6,500 円 

10 ㎞以上 15 ㎞未満  月額 8,500 円 

15 ㎞以上 20 ㎞未満  月額 10,600 円 

20 ㎞以上 30 ㎞未満  月額 12,000 円 

30 ㎞以上 40 ㎞未満  月額 13,600 円 

40 ㎞以上         月額 15,000 円 
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職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

     職員の勤務時間及び休日 

勤務の区分 毎日勤務者 交替制勤務者 

勤務時間 
8 時 30 分から 17 時 15 分まで 

7 時間 45 分（休憩時間を除く。） 

8 時 30 分から翌日の 8 時 30 分まで 

15 時間 30 分（休憩、仮眠時間除く。） 

 

休憩時間 12 時 00 分から 13 時 00 分まで 

①12 時 00 分から 13 時 00 分まで 

②17 時 15 分から 18 時 15 分まで 

③翌日の 5 時 00 分から 6 時 30 分まで 

  の 30 分間 

上記のほか仮眠時間が 6 時間割り振られ

ている。 

週休日 土曜日及び日曜日 4 週間ごとの期間につき 8 日の週休日 

休 日 
国民の祝日に関する法律に規定する休日 

年末年始（12 月 29 日から 1 月 3 日） 

 

 

     年次有給休暇の取得状況 （令和 2 年１月１日～令和 2 年１２月３１日） 

総付与日数 

（Ａ） 

総取得日数 

（Ｂ） 

対象職員数 

（Ｃ） 

平均取得日数 

（Ｂ）／（Ｃ） 

取得率 

（Ｂ）／（Ａ） 

5,054 日 1,626 日 130 人 12.5 日/人 32.2％ 
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職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

     分限処分者数（令和２年度） 

区 分 降任 免職 休職 降格 計 

勤務成績が良くない場合 ― ― ― ― 0 

心身の故障の場合 ― ― ― ― 0 

職務に必要な適格性を欠く場合 ― ― ― ― 0 

職制、定数の改廃、予算の減少により

廃職、過員を生じた場合 
― ― ― ― 0 

刑事事件に関し起訴された場合 ― ― ― ― 0 

合 計 0 0 0 0 0 

 

 

     懲戒処分者数（令和２年度） 

区 分 戒告 減給 停職 免職 計 

法令に違反した場合 ― ― ― ― 0 

職務上の義務に違反し、又は職務

を怠った場合 
― 1 ― ― 1 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非

行があった場合 
― ― ― ― 0 

合 計 0 1 0 0 1 

 

 

 

職員の服務の状況 

 

     職員の営利企業などの従事許可に関する服務の状況（令和２年度） 

区 分 許可件数 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員、顧

問、参与及び評議員等の地位を兼ねる場合 
― 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 ― 

報酬を得て事業もしくは事務に従事する場合 ― 

合 計 0 

 

 



7 

 

 

職員の退職管理の状況 

 

     職員の退職の状況（令和２年度） 

区 分 退職者数 

定年退職 7 人 

勧奨退職 0 人 

自己都合退職 2 人 

計 9 人 

 

 

 

職員の研修の状況 

 

     職員研修の状況（令和２年度） 

研修機関・区分 研修内容 延べ教育日数 受講者数 

消防大学校 専科教育（救急科） 30 日 1 人 

佐賀県消防学校 

初任科教育 初任科 124 日 5 人 

専科教育 
特殊災害科 8 日 1 人 

救急科 37 日 5 人 

幹部科教育 中級幹部科 8 日 1 人 

特別科教育 現任課程 警防コース 6 日 1 人 

救急救命研修所 救急救命士新規養成課程 ６ヶ月 1 人 

その他研修 消防・救急・救助等に関する研修 ― 19 人 

合 計 ― 34 人 
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職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

     職員の健康管理等に関する福祉の状況（令和２年度） 

区 分 対象者数 受診者 

定期健康診断（うち人間ドック） 130 人       130 人（10 人） 

特定業務従事者健康診断 112 人 112 人 

胃検診 4 人 4 人 

 

 

     職員の勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する審査請求等の利益の 

保護状況（令和２年度） 

勤務条件に関する措置の要求の状況 なし 

不利益処分に関する審査請求等の状況 なし 

 

 


